
　

　芸術・文化政策と企業活動
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I. はじめに
近年、芸術・文化への関心が高まり、公共部門も重要な政策分野と位置づけ

* 本稿は、日本学術振興会科学研究費補助金（特別研究員奨励費（15J08466））の助成を受けた
ものである。
本稿を作成するにあたって、豊原法彦先生（関西学院大学）、三浦晴彦先生（奈良学園大学）、林
田吉恵先生（島根県立大学）、林宜嗣先生（関西学院大学）の他、多くの方の助言をいただいた。
また、日本財政学会第 71 回大会にて宮崎智視先生（神戸大学）、さらに本稿を審査してくださっ
たお二人の先生、経済学論究編集委員会の先生方から有益なコメントをいただいた。この場をお
借りして謝意を表したい。なお、本稿における誤り等は全て筆者の責任である。
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ている1)。しかし実態は、科学的な基準なしに公的資金が投入されたり、財政

事情や社会的な風潮に予算が左右されたりするなど、芸術・文化への公共部門

の関与は不安定である。この背後には、利用者に対しての直接便益だけでな

く、非利用者や地域社会にも間接便益を発生させるという芸術・文化の準公共

財的な特徴と2)、多様な便益の評価が困難なことがある。しかし、費用負担の

適正化、政策のコスト・パフォーマンスの改善など、芸術・文化に対する公的

関与を最適化するためには、芸術・文化政策が発生させる直接・間接便益を適

確に評価しなければならない。

林（2013）は芸術・文化施設に対する利用者の便益を仮想評価法（contingent

valuation method）によって推定し、利用者に対して自らの直接使用価値だけ

でなく、他者が利用することへの価値（遺贈価値など）をもたらすことを明ら

かにした。林（2014）は、都市型・大規模である芸術・文化施設と郊外型・中

規模の芸術・文化施設を対象に、居住環境の改善という間接便益の存在と、間

接便益がスピルオーバーする地理的範囲を検証し、芸術・文化政策が行政区域

を越えて居住環境を改善することを示した。

しかし、芸術・文化が生み出す便益はこれだけではない。1992年に来日し

たアメリカの BCA（Business Commission for Arts）のジョン・オング会長

（当時）は「芸術の支援はグッド・ビジネスである」と指摘し、その根拠の一

つとして芸術と接することは労働者の創造性を高め、企業活動環境を向上させ

ると述べた3)。このように、良好な芸術・文化アメニティが企業の生産性を高

め、地域経済の成長・発展へと繋がる可能性が考えられる。ところが、芸術・

文化政策が経済に与える影響に関する研究は、梅棹（1993）や松井（2005）の

ように、芸術・文化施設が存在することで発生する短期的な需要創出効果を産

業連関表を用いて分析したものがほとんどであり、企業活動環境面への中長期

的な便益を対象とした研究は国内外とも存在しない。

1) 国や自治体は、芸術・文化政策を通して、芸術・文化事業や芸術・文化施設（博物館等）の充実
といった芸術・文化の提供によって、芸術・文化アメニティ（芸術・文化による都市の快適性）
を向上させる。

2) 林（2012）は芸術・文化が生み出す便益を体系化している。
3) 池上他（1998）194 頁。
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以上の問題意識から、本稿では、芸術・文化アメニティが労働者の生産性を

向上させ、企業の活動環境を改善するかどうかを検証する。その際、労働生産

性の改善が賃金にキャピタライズされる可能性に着目し4)、非市場価値の代表

的な評価方法であるヘドニック・アプローチ（hedonic approach）を用いた。

しかし、賃金を組み込んだモデル（ヘドニック賃金モデル）としては、危険

な職場で働く労働者は高い賃金を要求するという補償賃金仮説に基礎を置いた

ものが一般的であり、芸術・文化アメニティが労働生産性を向上させ、それが

賃金に反映されるというメカニズムを取り扱うことができない。そこで、本稿

では新たな理論モデルを構築し、実証分析を行うことによって、芸術・文化が

企業活動に間接的な便益を与えるかどうかを検証し、企業活動の環境改善とい

う視点から芸術・文化政策のあり方を言及する。

本稿の構成は以下の通りである。第 2節では、補償賃金仮説を基とした一般

的なヘドニック賃金モデルに、地域経済学や都市経済学において経済成長に重

要な要因と考えられている「集積の利益」（economies of agglomeration）を

取り入れた新たなヘドニック賃金モデルを構築する。第 3節では、前節のヘド

ニック賃金モデルの理論をベースに実証モデルを構築し、ヘドニック賃金関数

を推定するが、その前段階として、主成分分析によって芸術・文化総合指標と

賃金に影響を与える他の要因の総合指標を作成した。そして、それらの指標を

用いてヘドニック賃金関数を実際に推定し、芸術・文化要因が企業活動環境に

影響を与えているかを検証する。第 4節では、分析結果から得られる政策的意

味合いと今後の課題を述べる。

II. ヘドニック・アプローチ
1. 一般的なヘドニック賃金モデル
ヘドニック賃金モデルを使用した先行研究（久米（2010）、Kniesner and

John（2010）等）の多くは、労働の危険性に対する補償分がプレミアムとして

4) Rauch（1993）は教育水準と限界生産性には正の相関があること、Schumacher and John

（2000）は治療インプットが労働生産性の強化によって賃金を増やす可能性を検証した。また
Florida（2010）は、労働者の才能が賃金に影響されることを示した。
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賃金に上乗せされるという Rosen（1974）の補償賃金仮説を基としており、労

働の危険性と賃金がトレードオフの関係にあることに着目し、労働の危険性が

賃金に影響を与えるという仮説が成り立つかどうかを検証したものである。補

償賃金仮説に基づいた理論は、①労働者は賃金所得のみによって効用を最大化

しているのではなく、仕事の属性を考慮に入れて最大化する、②労働者は仕事

内容について完全な情報を持っている、③労働者は費用がかからず自由に移動

できることを前提とし、予算制約下で効用を最大化する労働者と利潤を最大に

する企業が賃金と労働環境を選択する、と考えている。企業は危険性を下げる

にはコストがかかるため、賃金を下げなければならず、労働者は危険な仕事に

就くことで効用が減少するため、その分の賃金プレミアムを求める。つまり、

労働者は危険な仕事に就く効用の減少分と、賃金プレミアムによって消費が増

えることで発生する効用の増加分が等しくなるところで労働環境を選択する。

また、図 1のように、環境を作るためのコストが違う様々な企業と、危険に

対して異なる選好を持つ労働者が十分に多い時、ヘドニック賃金関数は最適化

行動のもとでの等利潤曲線 π と無差別曲線 U の包絡線になる。つまり、労働

の危険性の差に対する賃金の差が労働の危険性の違いを定量化した値である。

図 1 　一般的なヘドニック賃金関数
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2. 一般的なヘドニック賃金モデルと都市集積モデルの統合
本稿では、労働環境の危険性といった企業が作り上げる価値を対象とする

のではなく、公共部門や民間企業などが提供する芸術・文化サービスが地域の

企業活動環境を改善するという間接便益を対象とすることから、一般的なヘド

ニック賃金モデルは使えない。そこで、都市の集積の利益がオフィス賃貸料に

及ぼす影響を分析した八田・上田・唐渡（2005）の集積の利益モデルを取り入

れ、従来のヘドニック賃金モデルを本稿の目的に合ったモデルに発展させた。

したがって本稿のモデルは、補償賃金仮説に基づいた一般的なヘドニック賃金

モデルと都市集積モデルを統合したものと言える。

企業立地点の芸術・文化環境の違いが都市間の生産性の違いを引き起こす

と考え、異なる都市間の生産性の違いに着目する。なお、本稿のモデルを構築

するにあたり（1）芸術・文化環境は正の外部性を持ち、労働生産性に影響す

る、（2）企業は利潤を最大にするように芸術・文化環境と労働者数を選択する、

（3）企業は最も適した芸術・文化環境の所へ立地する、（4）労働者が働く場と

芸術・文化アメニティを享受する場とが同じである、（5）賃貸料やオフィス・

スペースは一定であると仮定する5)。すべての地域の労働者が同じ労働力を有

しているのではなく、地域環境によってその労働力には差が存在する。これを

「実効労働力」とし、労働者数が N である企業が、地域 j に立地した場合の実

効労働力 E を

E(Nj) = vjNj (2-1)

で表す6)。ただし、vj は、地域 j に立地する企業の労働生産性の指標である。

労働生産性は地域 j の芸術・文化環境 Cj に依存すると仮定すると、

vj = v(Cj ) (2-2)

である。なお、C は、例えば公共や民間の芸術・文化施設など外部から与え

5) 芸術・文化政策とオフィス賃貸料との関係は、今後の課題である。賃金の変化と賃貸料の変化を
見るためには、労働市場と土地市場を考慮した一般均衡モデルの開発が必要である。

6) 八田・上田・唐渡（2005）では、実効労働力は個々の企業の生産性が立地点における集積度の
影響を受けるとしている。
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られた芸術・文化環境が挙げられるが、これらは正の外部性を持つと仮定して

いるため、ある地域 j において、dv(C)
dC

> 0であり、芸術・文化環境が向上す

ると実効労働力が上昇する7)。Y を企業の生産量とすると、地域 j に立地する

企業の生産関数は、

Y = f(E(Nj)) (2-3)

であり、式 (2-2)から、式 (2-3)の生産関数は次のように表すことができる。

Y = f(v(Cj )Nj) (2-4)

この企業は、費用最小化行動により任意の生産量 Y について芸術・文化環境

（Cj）と労働者数（Nj）を最適に選択する。
8

<

:

min WjNj

s.t. f(v(Cj )Nj) = Y

この問題の単位費用関数は c(Wj , vj)であり、Wj , vj に直面している企業が

一単位生産するのに必要な最小費用を表す。ただし、Wj は地域 j の賃金率を

示す。市場が競争的で企業の自由参入が可能な場合、企業の利潤はどこに立地

してもゼロになるため、単位費用関数の値は、財価格に等しくなる。財価格を

1とすると、式 (2-5)を表すことができる。

1 = c(Wj , vj) (2-5)

v(Cj )が与えられた時、等式を維持するためには、Wj が調整されなければな

らないため、これをWj について解くと、地域 j の賃金は

Wj = W (v(Cj )) (2-6)

である。したがって、賃金は、

Wj = W (Cj ) (2-7)

7) 理論の段階では、公共、民間であろうと同質の芸術・文化施設が外部から提供されているなら、
その地域に立地する企業の労働者に対する影響は変わらない。しかし、実際は、公共部門が形成
した環境と民間部門が形成した環境では、影響が異なる可能性があることから、実証分析では、
公共・民間の両方の活動に区分して分析を行う。なお、公共部門の活動を考慮した場合、自治体
を経済主体に入れたモデルが必要である。
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と表せる。
企業は、Cj と Nj を決めて利潤最大化するとし、式 (2-4)の生産関数を持

つ企業の利潤最大化問題を考える。財価格が 1の時、収入と生産量は等しくな
るため、利潤 πj は収入 rj とWj、Nj で表すことができる。

πj = r(v(Cj )Nj) − W (Cj )Nj　 (2-8)

式 (2-8)から次の最適化条件が得られる。
∂πj

∂Cj
=

∂r(v(Cj )Nj)

∂Cj
− ∂W (Cj )

∂Cj
Nj = 0

∂W (Cj )

∂Cj
=

∂rj

∂Cj

1

Nj
(2-9)

つまり、芸術・文化環境の限界賃金は、労働者 1人が享受する芸術・文化環境
の限界収入に等しくなる。また、Nj で微分すると、次の式が得られる。

∂πj

∂Nj
=

∂rj

∂Nj
− W (Cj ) = 0

W (Cj ) =
∂r(v(Cj )Nj)

∂Nj
(2-10)

式 (2-10)から、賃金が 1人あたりの限界収入と等しくなるように生産活動を
行い、企業は式 (2-9)、式 (2-10)をもとに、文化環境 Cj と労働者数 Nj を決
定する。以上が、利潤最大化の最適化条件であり、賃金は利潤を最大化するよ
うに決定される。
次に、労働者数が一定である場合、利潤を一定に保つために企業が労働者に

支払う賃金を表す付け値賃金（bid wage）という概念を導入する。一定の利
潤水準を達成するのに、企業が労働者に示す付け値賃金を θ(vj , πj)とすると、
企業が最適な Cj

∗ と労働者数 N∗ を選択するとき、付け値関数は、

π∗
j = r(v(Cj

∗)N∗
j ) − θ（v(Cj

∗), π∗
j )N∗

j (2-11)

という恒等式を満たす関数である。式 (2-11)を芸術・文化環境 Cj で微分す
ることで、付け値関数は、式 (2-12)を満たす。

∂π∗
j

∂Cj
=

∂rj

∂Cj
∗ −

∂θ(v(Cj
∗), π∗

j )

∂Cj
∗ N∗

j = 0

∂θ(v(Cj
∗), π∗

j )

∂Cj
∗ =

∂rj

∂Cj
∗

1

N∗
j

(2-12)
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式 (2-9)、式 (2-12)より、式 (2-13)が求められる。
∂W (Cj )

∂Cj
=

∂rj

∂Cj
∗

1

N∗
j

=
∂θ(v(Cj

∗), π∗
j )

∂Cj
∗ (2-13)

式 (2-13)より、利潤最大化する点において、付け値関数 θj の傾きと賃金W (Cj )

の傾きが等しくなるため、最適化行動をした企業にとって、労働者に支払って

も良いと考える付け値賃金と市場賃金は等しくなる。

ここまでは 1つの企業の行動を考えてきたが、現実的には C が生産量に及

ぼす影響は企業によって異なるため、利潤を最大化するための最適な v(Cj )は

企業によって異なる。したがって、市場賃金曲線は、図 2のように、全企業

の等利潤曲線の包絡線になる。高い利潤水準（π1 > π2）は、高い付け値賃金

（θ1 > θ2）に対応し、企業は市場賃金曲線に接する最も高い利潤水準を達成で

きる賃金（W ∗）を選択する。芸術・文化環境以外の全ての条件が等しい場合、

図 2の Cj
∗ と Ci

∗ の芸術・文化環境を持つ異なる企業の賃金の差（W ∗
i −W ∗

j）

が、地域 iと地域 j の芸術・文化環境の差である。

要するに、芸術・文化環境の改善によって労働生産性は上昇するが、企業が

享受する便益の大きさは付け値賃金の増加分に相当する。実証分析を行う場合、

図 2 　労働生産性とヘドニック賃金関数
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入手可能な情報は市場賃金である。だが、企業の最適化行動を仮定すると、付

け値賃金と市場賃金は一致することから、市場賃金を観察することによって企

業の便益を測定することができる。また、労働生産性に影響する要因として、

芸術・文化環境以外の要因 Zj も入れると、賃金関数はWj = W (Cj ,Zj )で表

すことができる8)。

III. 実証分析
1. 基本推定モデル
前節では、芸術・文化環境が正の外部性を持ち労働生産性に影響すると仮定

し理論モデルを構築した。本節では、実際に芸術・文化は労働生産性に影響を

与えるのかどうかを、ヘドニック賃金モデルを用いて分析を行う。

賃金の決定には芸術・文化環境以外に多くの要因が働いており、前節で示し

たように賃金関数はWj = W (Cj ,Zj )となる。したがって、芸術・文化政策

に起因するインパクトを正確に抽出するためには、他の要因 Zj の影響をコン

トロールする必要がある。本稿では、図 3に示すように、賃金に影響を与え

る要因として、①芸術・文化要因、②労働市場要因、③労働者属性要因、④い

ずれにも分類されない地域特性要因を考慮する。労働生産性に影響すると考え

られる芸術・文化要因は、博物館など公共部門が提供する芸術・文化環境に加

え、民間部門が提供する芸術・文化活動があり、それらは図 3のように企業活

動、賃金へと反映される。したがって、賃金を代理市場データとしてヘドニッ

ク・アプローチを用いることで、芸術・文化要因が企業活動環境を改善すると

いう正の外部性を持つかどうかを判断できる。

以上から、賃金を被説明変数、芸術・文化要因、労働要因（労働市場要因、

労働者属性要因）、地域特性要因を説明変数とする基本推定モデルは式 (3-1)で

表される。

Wj = β0 + γCj + β1Z 1j + β2Z 2j + β3Z 3j (3-1)

8) なお、労働者は予算制約のもと芸術・文化環境 Cj とそれ以外の財 X の消費量から効用を最大
化すると考え、多様な労働者が存在するとオファー賃金の包絡線は市場価格曲線となる。
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図 3 　賃金の決定要因
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ただし、Z 1 は労働市場要因、Z 2 は労働者属性要因、Z 3 は地域特性要因であ

り、β はそれぞれに該当するパラメータ、γ は芸術・文化要因 Cj のパラメー

タである。

2. データ
本稿で被説明変数として使用する賃金データは、『賃金構造基本調査』の現

金給与額（月額：千円）である9)。対象とする労働者は常用労働者のうち、短

時間労働者を除いた一般労働者とする。また、性別や企業規模によって賃金に

差があることから10)、賃金データの対象を男性のみとし、企業規模 1,000人

以上の事業所の賃金を使用する11)12)。都道府県別の賃金の平均は 387,443円

9) 労働者が県を超えて通勤している場合、居住地域の芸術・文化環境を使用する可能性があり、芸
術・文化環境の受益地域と賃金に反映される地域が不一致を引き起こす場合が考えられる。しか
し、流入人口は最大で 15.52%（東京）であり、それ以外は、5%と低く、流出人口は 4 県を除
き、－ 5%を下回り、小さい。したがって、本稿では労働者は県を超えて通勤しないと考える。

10) 厚生労働省（2014）「平成 25 年賃金構造基本統計調査（全国）の概況」より。
11) 企業規模によって給与額に違いが生じることや個々の企業の経営状態によって結果が左右されな

いように、経営が安定的である大企業を対象とする。
12) 労働時間が短いパートは短時間労働者だが、身分はパートでも正社員とほぼ同じ時間働き“フル

タイム・パート”などと呼ばれる人たちは「一般労働者のうちの非正社員（正社員以外）」と数
えられている。
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（月額）、標準偏差は 32,085円である。また、最大値は東京都の 498,100円（月

額）、最小値は宮崎県の 308,000円（月額）である。

芸術・文化要因としては、可住地面積あたりの博物館面積といった地域に

おける芸術・文化の「量」だけでなく、一施設あたりの面積といった施設毎の

「質」も考えられる。同じように入館者数や事業実施件数は一施設あたりの質

を表し、さらに本稿では、一展示会の参加者数を、質の高い展示会を提供して

いるかを示す博物館の質として考える。また、地域によって展示会や事業に触

れられる機会に差があると考えられることから、可住地面積あたりの事業や展

示会の実施回数を、ソフトを享受できる機会の多さを表す指標とし、地域にお

ける芸術・文化の量に追加する。

さらに、民間が提供する芸術・文化活動を享受できる環境であることも、企

業活動環境に影響を与える可能性があるため、民間の芸術・文化指標を芸術・

文化要因として採用する必要がある13)14)。しかし、音楽会や演劇といった民

間の芸術・文化活動を表すデータは存在しない。そこで、民間が提供する芸

術・文化活動への機会が増えることで住民の芸術・文化行動が増加すると仮定

し、音楽鑑賞や映画鑑賞といった芸術・文化に触れる機会の多さ（行動率）を

民間の芸術・文化活動の代理指標として扱う15)。

13) 理論の段階では、同質のものが外部から提供されているならば、公共・民間が提供しようと労働
者に与える影響は変わらないと考えている。しかし、必ずしも同じ影響とは限らないため、公
共・民間の活動を区分する必要がある。

14) 高収益を上げ、高賃金を支払うことが可能である企業は、メセナのような芸術・文化活動を行
い、それによって芸術・文化環境が整うといった同時性の問題がある。また、高収益企業が集積
しているところでは、民間企業が提供する芸術・文化施設などが多く、芸術・文化環境が優れて
いるということも考えられる。しかし、実証分析における民間の芸術・文化環境の指標は映画や
コンサートといった芸術・文化に触れる機会としており、個々の企業にとって外部から与えられ
た環境であるため、企業活動が芸術・文化活動に影響するとは考えない。また、高収益を上げる
企業は多くの法人税を支払うことで、自治体の芸術・文化環境に影響する可能性がある。しか
し、本稿では企業の参入が自由であり、その結果、達成される企業の利潤はどこに立地してもゼ
ロになるため、地域間での収益格差は存在しないと考えられる。

15) 芸術・文化に対する個人の選好によって行動率は変わる可能性があるが、個人は選好に合った地
域に移動し行動するため、本稿では、「地域の芸術・文化の充実度=行動率」と考える。本稿で
は、音楽鑑賞や映画鑑賞の行動者率を民間の提供する芸術・文化活動の代理変数とし、民間が提
供する芸術・文化活動が企業活動環境に影響を与えているのかを検証する。
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表 1 　芸術・文化データと基本統計量

 

注 1）「公共施設状況調」から算出したデータ（番号 1～8、19～22）は公共施設を対象とする。
注 2）博物館は、登録博物館、博物館相当施設、博物館類似施設に分類され、「社会教育調査」から算

出した「博物館」のデータ（番号 9～18、24～27）は、登録博物館と博物館相当施設を合計し
た値である。

注 3）文化会館数（番号 23）は「都道府県・市区町村のすがた」より得られた。
注 4）邦楽公演回数（番号 28）は「伝統芸能の現状調査」より得られ、雅楽、声明、民謡などの回数

を示す。また、邦楽公演には定員があるため、人口あたりとする。
注 5）行動者率（番号 29～32）は「社会生活基本調査」より得られた。
注 6）本稿では、クリエイティブな人材が集まることで追随的に発生するクリエイティブな人材の増

加や既存住民の能力の向上を対象としない。
注 7）本稿では、芸術家や芸能家が活動しやすい環境が整っているかどうかは対象としない。
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以上から、芸術・文化要因を示す指標として表 1の指標を採用する。また、

芸術・文化政策や賃金データの関係上、都道府県の集計データを使用せざるを

得ないことから、サンプル 47の基本統計量を表 1に示した16)。

前節の賃金関数のコントロール変数である①労働市場要因、②労働者属性要

因、③地域特性要因は、表 2の項目を使用する17)。労働市場要因である完全

失業率と有効求人倍率は地域の雇用情勢を示し、労働市場の需給バランスの相

違によって賃金に差が生じると考える。

また所定内実労働時間数は長時間労働業種の多さを示し、労働市場要因と

する。賃金は、働いている期間や雇用形態によって異なる可能性がある。した

がって、年齢や勤続年数、そして、都道府県別の雇用形態就業者数を労働者属

性要因として扱う18)。さらに、全国物価地域差指数や人口集中地区によって

賃金に格差が生じる可能性があることから、これらを地域特性要因とした。

表 2 　労働・地域属性データと基本統計量

 

16) 長谷川他（2007）では、ヘドニック・アプローチの使用方法として都道府県のような広域単位
ではなく市区町村以下の小規模な単位でヘドニック・アプローチを適用できるような制度設計が
望ましいとしているように、都道府県データの場合、ヘドニック・アプローチの仮定の一つであ
る「自由に移動」は適さないという考え方もあるが、芸術・文化政策や賃金データの関係上、都
道府県の集計データを用いざるを得ない。

17) 景気の変動を受けやすい産業が集中しているなど、地域の産業構造が賃金に影響すると考えられ
るが、産業の特化係数で単回帰分析を行った結果、有意ではなかった。同様に、超過実労働時間
数、第二次産業、第三次産業毎の就業者比率も有意ではなかったため、これらの項目は除いた。

18) 本稿で使用する賃金データは常用労働者を対象としており、非正規雇用も含まれる。雇用形態が
賃金の差を生じさせる可能性があるが、正規・非正規の区別雇用形態別都道府県別賃金データが
存在しないため、雇用形態を絞ることはできない。
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3. 総合指標の作成
3.1.　芸術・文化総合指標
実証分析の際に 32項目の芸術・文化指標を変数として選択することは同時

性の問題を解消するが、一方で多重共線性を発生しやすい等の問題を引き起こ

す。また、本稿では、質を表す指標、量を表す指標、民間が提供する芸術・文

化活動の機会を表す指標のうち、どの指標が賃金に影響を与えるのかを検証し

たいことから、芸術・文化の総合指標を作成する必要がある。

総合指標を作成した先行研究には、地域情報化にともなう情報格差の要因

分析のために市町村の地域情報化の進展度合いを示す総合指標を作成した山中

（1990）や地域科学技術・イノベーション総合指標を作成した斉藤（2004）が

ある。これらの先行研究を参考に、芸術・文化の総合指標を主成分分析によっ

て作成する。その際、表 1に従い、「博物館一施設あたりの質（14項目）」、「地

域の文化環境の量（10項目）」、「民間が提供する芸術・文化活動への機会（4

項目）」のカテゴリー毎に分析を行う。主成分分析の結果、求められた主成分

の固有値ベクトルから算出した都道府県別の主成分得点を使用し、ヘドニック

賃金関数を推定する。

「博物館一施設あたりの質」の主成分分析の結果は表 3である。累積寄与

率は主成分 5で約 65%であるため、主成分 1から 5までを使用する。主成分

分析では、各主成分の主成分負荷量を見ることで、その主成分の特性を表すこ

とができる。主成分 1の主成分負荷量は、全ての項目が負の値である。本稿で

は、主成分 1の正負の符号を反転し、質の総合指標を表す主成分とした。した

がって、主成分 1（正負の符号反転）は賃金を高くすると予想でき、ヘドニッ

ク賃金関数を推定する際には、正負の符号を反転した主成分得点を使用する。

主成分 2は施設の規模よりはむしろ博物館や博物館類似施設が提供するソ

フト事業の充実度を表している。したがって、施設の規模が大きいだけでソフ

ト面がなおざりになっている地域の得点は低くなる。主成分 3は、総合博物館

の面積や職員数の主成分負荷量が正で大きくなっていることから、施設それ自

体の規模・充実度を表している。したがって、総合博物館を有する地域で得点
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が高くなる19)。主成分 4は、歴史博物館や美術博物館といった文系として捉

えられることが多い博物館の主成分負荷量が正で大きく、理系として捉えられ

る科学博物館は負で大きいため、博物館の種類を示しているといえる。また、

主成分 5は、科学博物館におけるハード面や事業の質の主成分負荷量が大きい

主成分である。

「地域の文化環境の量」の主成分分析の結果、主成分 1の寄与率が 67%であ

ることから主成分 1を採用する。主成分 1の主成分負荷量は表 4であり、可

表 3 　博物館一施設あたりの質の主成分結果

 

19) 「総合博物館」とは、人文科学及び自然科学の両分野にわたる資料を総合的な立場から扱う博物
館をいう（文部科学省「公立博物館の設置及び運営に関する基準」より）。
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住地面積あたりの博物館面積よりも、その地域の特別展実施回数や事業実施回

数といったソフトを受ける機会を表す項目が 0.9前後と大きいため、主成分 1

はその地域の特別展や事業などソフトを受ける機会を示す。

次に「民間が提供する芸術・文化活動への機会」の主成分結果を見る。表 5

の主成分 1の寄与率が 72%と高いことから、本稿では、民間の芸術・文化の

指標として、主成分 1のみを選択する。全ての項目の主成分負荷量が正で大き

いことから、主成分 1は民間が提供する芸術・文化活動への機会の総合指標を

表している。

表 4 　地域の文化環境の量の主成分結果

 

表 5 　民間が提供する芸術・文化活動への機会の主成分結果
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3.2.　労働総合指標
芸術・文化環境と同様、主成分分析を用いて労働総合指標を作成する。その

際、表 2に従い、「労働市場要因（3項目）」、「労働者属性要因（2項目）」、「地

域特性要因（2項目）」のカテゴリー毎に主成分分析を行う。結果は表 6に示

されている。「労働市場要因」は累積寄与率が 85%である主成分 2まで選択す

る。主成分 1は完全失業率と有効求人倍率の主成分負荷量の絶対値が大きく、

完全失業率が正であることから、労働市場の超過供給を表す。主成分 2は、所

定内実労働時間の主成分負荷量が 0.9であることから、長時間労働を行う業種

がある市場を表す。「労働者属性要因」は、主成分 1の寄与率が 74%であるた

め、主成分 1のみを採用し、労働者のキャリアを表す主成分とする。これらの

要因に当てはまらない地域特性要因は、寄与率が 89%である主成分 1を採用

し、全国物価地域差指数や人口集中地区人口の主成分負荷量が正で大きいこと

から都市化度を表す主成分といえる。

表 6 　他の変数の主成分結果
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4. ヘドニック賃金関数の推定
ヘドニック賃金関数を推定するため、現金給与を被説明変数、主成分分析か

ら得られた芸術・文化要因である 7変数と労働市場要因、労働者属性要因、地

域特性要因である 4変数を説明変数として、重回帰分析を行う。ヘドニック・

アプローチは理論上、特定の関数型まで想定するものではなく、様々な形で原

データを変換することで、推定式の当てはまりが良くなることが知られてい

る20)。本稿では、岡崎・松浦（2000）、得田（2009）等の先行研究を参考に、

①線形、②両側 Box-Cox、③片側 Box-Cox－ 121)、④片側 Box-Cox－ 222)、

⑤両対数、⑥片側対数－ 123)、⑦片側対数－ 2の関数型を推定する24)25)26)。

その際、ステップワイズ法で説明変数の選択を行う27)。

得られたヘドニック価格関数の結果は表 7であり、関数型が異なったとして

も補正 R2は 0.75前後であり、正規分布に近いデータセットを作る Box-Cox

20) 森（2002）、得田（2009）、清水・唐渡（2007）参照。
21) 片側 Box-Cox － 1 は、被説明変数のみを Box-Cox 変換する。
22) 片側 Box-Cox － 2 は、説明変数のみを Box-Cox 変換する。
23) 片側対数－ 1 は、被説明変数のみを対数変換する。
24) 片側対数－ 2 は、説明変数のみを対数変換する。
25) Box-Cox とは、任意の分布に従う各変数を近似的に正規分布に従う変数に変換する手法であり、

以下の式の最適な変換パラメータλ を求める。もし、λ = −1 で逆数変換、λ = 0 で対数変
換、λ = 0.5 で平方根変換と同じものになる。
　 X(λ) = X − 1 (λ = 1)

　 X(λ) = ln(X) (λ = 0)

　 X(λ) = 1 − 1/X (λ = −1)

例えば、被説明変数のみを Box-Cox 変換した場合、以下である。
　 y(λ) = β1 + β2x2 + β3x3

26) Box-Cox 変換は値にマイナスやゼロを含む場合は分析できないため、全てのデータを 0 から
1 に変換した後、全ての値に 1 をプラスした。そのデータをヘドニック・アプローチを行う基
データとして①～⑦の変換を行い、関数型の比較を行う。

27) 愛甲・崎山・庄子（2008）では、札幌市の住宅地において公園緑地が地価にどのような影響を
及ぼしたかをヘドニック法を用いて検証し、その際、ステップワイズ法を用いて説明変数の選択
を行った。本稿は、異なった分析で得られた多様な主成分を用いてヘドニック賃金を推定するこ
とから、多重共線性が生じる可能性があるため、ステップワイズ法を使用し、多重共線性の可能
性を取り除いた。また、全ての変数同士で VIF 値（variance inflation factor：分散拡大要
因）を算出したが、多重共線性は見られなかった。
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変換や対数変換を行っても大きな違いは見られない28)29)。

また、ステップワイズ法の結果、補正 R2が最低のモデル⑥以外は、全ての

関数型で同じ変数が選択されている。選択された変数は、質 1、量 1、機会 1、

労働市場 1、労働市場 2、労働者属性 1である。質 1は、質の総合指標を表し

た表 3の主成分 1であり、重回帰分析の結果、係数が正なので、博物館の質が

高ければ、賃金が高くなることを示す。量 1は、特別展や事業などソフトを受

ける機会が多い地域を表した表 4の主成分 1であり、重回帰分析の結果、係数

が正であるため、特別展や事業が多く実施されている地域は労働者の賃金を高

くする。表 5の主成分 1に当たる機会 1は民間が提供するソフトを示し、重

回帰分析の結果、係数が正であることから、労働者が民間から芸術・文化活動

を享受することは賃金を上げることを意味する。このように、芸術・文化は労

働生産性を改善することを通じて、企業活動に対して間接便益を与えることが

明らかとなった30)。

なお、芸術・文化要因に着目するために用いたコントロール変数は、労働市

場要因の主成分 1である労働市場 1、主成分 2である労働市場 2、そして、労

働者属性要因の主成分 1である労働者属性 1が選択された。労働市場 1は労

働の超過供給を示し、分析の結果、賃金に負の影響を与えることから、予想通

りの結果が導かれた。労働市場 2は長時間労働を行う業種がある市場を示し、

月額の現金給与に負の影響を与え、労働者属性 1はキャリアを表し、重回帰分

析の結果、係数が正であることからキャリアによって賃金が上昇することがわ

かった。

28) Cropper and McConnell（1988）は Box-Cox が最もパフォーマンスが良いとしたが、森
（2002）、大石（2008）は本稿の結果と同様に、Box-Cox 型モデルの推定は線型モデルによる
推定結果と大きな差異がなかった。

29) 補正 R2 が 0.75 前後であることから、回帰式に含まれていない変数が被説明変数の決定要因に
なっている可能性は十分に考えられる。賃金の決定要因として、様々な説明変数を考慮したが、
十分な結果が出ず、本稿では上記の変数を用いた結果を記述した。パネル分析から拾えなかった
地域特性要因を考慮することはできる可能性はあるが、芸術・文化要因の時系列のデータが存在
しない。

30) 芸術・文化環境が労働生産性を改善するのではなく、都市性が芸術・文化環境と労働生産性のそ
れぞれに影響することによる疑似相関の可能性があるため、疑似相関の検定を行った。その結
果、本稿の結果は疑似相関によるものではないことが証明された。
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表 7 　分析結果

 

*** 1% ** 2.5% * 5%
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IV. むすび
今日、芸術・文化が地域経済の活性化に果たす役割として注目されている。

しかし、芸術・文化に自治体がいかに関与すべきかについてコンセンサスが得
られているわけではなく、客観的な基準やルールなしに公的資金が投入され
たり、財政事情が悪くなると予算が削減されるという状況が散見される。こ
のように十分な科学的分析に基づかないままに政策判断が下される背景には、
芸術・文化が利用者への直接便益だけでなく、利用しない者や地域社会に対し
て間接便益を発生させる準公共財であり、便益の評価が困難なことが挙げられ
る。しかし、芸術・文化の重要性が大きくなっている現在、非市場価値を含め
た便益を適正に評価することは学術的にも政策的にも重要である。
本稿では、芸術・文化が企業活動環境に与える効果をヘドニック賃金関数を

推定することによって検証した。その結果、博物館の質に加えて、特別展や事
業といったソフトの充実が労働生産性を上げることがわかった。この推定結果
は、自治体が地域活性化策の一つとして芸術・文化の振興を図ることの意義を
証明するものである。しかし、推定結果は芸術・文化政策のあり方について重
要なポイントを指摘している。第 1は、博物館のようなハード面の整備だけで
はなく、ソフト面の充実にも資源を投入することがその地域の企業活動環境を
改善するということである。第 2は、民間の芸術・文化活動に触れる機会が増
えることは、企業活動環境を改善するということである。したがって、民間の
芸術・文化団体や活動を支援することも、自治体の芸術・文化政策として意義
があるといえる。
本稿では、芸術・文化のソフト面の充実が企業活動環境に間接便益として影

響を与えることを明らかにした。しかし、各種の文化要因が発生させる間接便
益の大きさ、したがって、ハード、ソフト、民間活動の支援といった芸術・文
化政策の費用対効果については分析していない。一定の予算範囲内で、間接便
益を最大化するという意味での最適芸術・文化政策を導出するためには、政策
のシミュレーション分析を行う必要がある。
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